
　

　

※経済産業省ＨＰ「経済構造実態調査（製造業事業所調査）結果」より

　経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものをいう。
(1) 一定の場所（1 区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。
(2) 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること。

　事業所数＝従業者1人以上の事業所数（※個人経営の事業所は含まれない）

（1）従業者30人以上の事業所

（2）従業者29人以下の事業所

７　工業　－経済構造実態調査（製造業事業所調査）結果から－

○　調査の対象

経済構造実態調査は、我が国の全ての産業の付加価値等の構造とその変化を明らかにし、国民経済計算の精度向上等に資す
るとともに、5年ごとに実施する「経済センサス‐活動調査」の中間年の実態を把握することを目的とし、日本産業分類に掲げる「大
分類Ｅ－製造業」に属する事業所（国及び地方公共団体に属する事業所を除く）を対象に毎年（※）実施している。
　ただし、個人経営及び法人以外の団体の事業所を除く。
　※経済センサス-活動調査実施年を除く。

○　用語の解説

　粗付加価値額＝製造品出荷額等－（推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税額、
推計消費税額）－原材料・燃料・電力使用額等

・従業者

・製造品出荷額等

　毎年6月1日現在で、当該事業所で働いている人をいう。したがって、他の会社などの別経営の事業所か
ら出向又は派遣されている人（受入者）は従業者に含まれる。一方、他の会社などの別経営の事業所へ出
向又は派遣している人（送出者）、有期雇用者（1か月未満、日々雇用）は含まない。

　従業者数＝有給役員＋常用雇用者－送出者＋出向・派遣受入者

　1年間（1～12月）における製造品出荷額、加工賃収入額、その他収入額及び製造工程から出たくず及び
廃棄物の出荷額の合計であり、消費税及び内国消費税額を含んだ額。

　製造品出荷額等＝製造品出荷額＋製造工程から出たくず及び廃物の出荷額＋加工賃収入額
＋その他収入額（転売収入、修理料収入、販売電力収入、冷蔵保管料収入等）＋（消費税額、
酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税額）

・付加価値額

（粗付加価値額） 　付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び
仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額）－（推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方
揮発油税額、推計消費税額）－原材料・燃料・電力使用額等－減価償却額

・事業所
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（１）産業中分類別事業所数 単位:事業所･％

構 成 比 対前年増加率

製造業計 95 95 93 100.0 ▲ 2.1

09 食料品 18 18 18 19.4 0.0

10 飲料 4 4 4 4.3 0.0

11 繊維 2 2 3 3.2 50.0

12 木材 6 6 6 6.5 0.0

13 家具 2 2 2 2.2 0.0

14 パルプ・紙 1 1 1 1.1 0.0

15 印刷 3 4 4 4.3 0.0

16 化学 1 1 1 1.1 0.0

17 石油・石炭 - - - - -

18 プラスチック 6 7 6 6.5 ▲ 14.3

19 ゴム製品 2 2 2 2.2 0.0

20 皮革 - - - - -

21 窯業・土石 7 7 7 7.5 0.0

22 鉄鋼 3 3 3 3.2 0.0

23 非鉄金属 - - - - -

24 金属製品 11 10 10 10.8 0.0

25 はん用機器 2 2 2 2.2 0.0

26 生産用機器 9 9 9 9.7 0.0

27 業務用機器 1 1 1 1.1 0.0

28 電子部品 3 3 3 3.2 0.0

29 電気機器 2 2 2 2.2 0.0

30 情報通信機器 1 1 1 1.1 0.0

31 輸送用機器 2 2 2 2.2 0.0

32 その他 9 8 6 6.5 ▲ 25.0

※各年6月1日現在。 経済構造実態調査（製造業事業所調査）

（２）産業中分類別従業者数 単位:人･％

構 成 比 対前年増加率

製造業計 3,015 2,901 2,854 100.0 ▲ 1.6

09 食料品 417 419 434 15.2 3.6

10 飲料 69 54 61 2.1 13.0

11 繊維 144 141 136 4.8 ▲ 3.5

12 木材 171 171 169 5.9 ▲ 1.2

13 家具 42 8 8 0.3 0.0

14 パルプ・紙 11 11 11 0.4 0.0

15 印刷 9 18 18 0.6 0.0

16 化学 64 64 64 2.2 0.0

17 石油・石炭 - - - - -

18 プラスチック 239 268 298 10.4 11.2

19 ゴム製品 36 36 36 1.3 0.0

20 皮革 - - - - -

21 窯業・土石 129 126 123 4.3 ▲ 2.4

22 鉄鋼 51 49 50 1.8 2.0

23 非鉄金属 - - - - -

24 金属製品 149 125 126 4.4 0.8

25 はん用機器 17 17 17 0.6 0.0

26 生産用機器 132 130 138 4.8 6.2

27 業務用機器 8 8 8 0.3 0.0

28 電子部品 83 83 83 2.9 0.0

29 電気機器 372 341 342 12.0 0.3

30 情報通信機器 483 445 434 15.2 ▲ 2.5

31 輸送用機器 76 68 69 2.4 1.5

32 その他 313 319 229 8.0 ▲ 28.2

※各年6月1日現在。 経済構造実態調査（製造業事業所調査）

令 和 4 年 令 和 5 年 令 和 6 年

令 和 4 年 令 和 5 年 令 和 6 年
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（３）産業中分類別製造品出荷額等 単位:万円･％

構 成 比 対前年増加率

製造業計 7,162,584 7,702,297 7,095,091 100.0 ▲ 7.9

09 食料品 931,316 695,082 755,824 10.7 8.7

10 飲料 74,437 67,408 55,023 0.8 ▲ 18.4

11 繊維 X X 145,228 2.0 X

12 木材 429,890 439,291 460,326 6.5 4.8

13 家具 X X X X X

14 パルプ・紙 X X X X X

15 印刷 5,452 10,459 10,026 0.1 ▲ 4.1

16 化学 X X X X X

17 石油・石炭 - - - - -

18 プラスチック 522,637 575,011 561,436 7.9 ▲ 2.4

19 ゴム製品 X X X X X

20 皮革 - - - - -

21 窯業・土石 445,587 656,337 662,752 9.3 1.0

22 鉄鋼 159,967 157,470 188,795 2.7 19.9

23 非鉄金属 - - - - -

24 金属製品 286,660 243,381 253,941 3.6 4.3

25 はん用機器 X X X X X

26 生産用機器 238,156 249,259 286,636 4.0 15.0

27 業務用機器 X X X X X

28 電子部品 48,824 50,065 47,648 0.7 ▲ 4.8

29 電気機器 X X X X X

30 情報通信機器 X X X X X

31 輸送用機器 X X X X X

32 その他 451,549 477,147 328,587 4.6 ▲ 31.1

※前年1年間の数値。 経済構造実態調査（製造業事業所調査）

（４）産業中分類別付加価値額 単位:万円･％

構 成 比 対前年増加率

製造業計 3,059,072 3,525,187 3,308,167 100.0 ▲ 6.2

09 食料品 243,899 238,655 289,939 8.8 21.5

10 飲料 36,337 37,493 26,027 0.8 ▲ 30.6

11 繊維 X X 74,272 2.2 X

12 木材 228,638 214,164 237,037 7.2 10.7

13 家具 X X X X X

14 パルプ・紙 X X X X X

15 印刷 3,135 5,831 5,604 0.2 ▲ 3.9

16 化学 X X X X X

17 石油・石炭 - - - - -

18 プラスチック 227,673 221,339 227,301 6.9 2.7

19 ゴム製品 X X X X X

20 皮革 - - - - -

21 窯業・土石 233,958 415,975 415,108 12.5 ▲ 0.2

22 鉄鋼 82,233 83,409 93,526 2.8 12.1

23 非鉄金属 - - - - -

24 金属製品 133,306 102,361 99,831 3.0 ▲ 2.5

25 はん用機器 X X X X X

26 生産用機器 139,561 134,407 130,252 3.9 ▲ 3.1

27 業務用機器 X X X X X

28 電子部品 39,493 40,498 38,562 1.2 ▲ 4.8

29 電気機器 X X X X X

30 情報通信機器 X X X X X

31 輸送用機器 X X X X X

32 その他 190,401 217,033 111,018 3.4 ▲ 48.8

※前年1年間の数値。 経済構造実態調査（製造業事業所調査）

令 和 4 年 令 和 5 年 令 和 6 年

令 和 4 年 令 和 5 年 令 和 6 年
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（５）事業所数、従業者数、製造品出荷額等及び付加価値額の推移

     
単位:事業所･人･万円･％

令 和 4 年 令 和 5 年 令 和 6 年 対前年増加率

事 業 所 数 95 95 93 ▲ 2.1

従 業 者 数 3,015 2,901 2,854 ▲ 1.6

製造品出荷額等 7,162,584 7,702,297 7,095,091 ▲ 7.9

付 加 価 値 額 3,059,072 3,525,187 3,308,167 ▲ 6.2

経済構造実態調査（製造業事業所調査）

※事業所数、従業者数については、各年6月1日現在の数値。
※製造品出荷額等、付加価値額については、各前年の1月から12月までの1年間の数値。
※集計対象は、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除く従業者1人以上
　 の事業所。
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［ 経済構造実態調査（製造業事業所調査） ］
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（１）産業分類小分類別事業所数及び従業者数 単位:事業所･人･％

構 成 比 対前回増 加率 構 成 比 対前回増 加率

 総　　計 497 487 100.0 ▲ 2.0 2,951 2,918 100.0 ▲ 1.1

 卸売業計 79 66 13.6 ▲ 16.5 485 353 12.1 ▲ 27.2

 50 各種商品卸売業 - - - - - - - -
501 各種商品卸売業 - - - - - - - -

 51 繊維・衣服等卸売業 - - - - - - - -
511 繊維品卸売業 - - - - - - - -
512 衣服卸売業 - - - - - - - -
513 身の回り品卸売業 - - - - - - - -

 52 飲食料品卸売業 24 21 4.3 ▲ 12.5 200 205 7.0 2.5
521 農畜産物・水産物卸売業 15 15 3.1 0.0 136 146 5.0 7.4
522 食料・飲料卸売業 9 6 1.2 ▲ 33.3 64 59 2.0 ▲ 7.8

 53 建築材料、鉱物・金属材料等卸売
業

22 18 3.7 ▲ 18.2 92 49 1.7 ▲ 46.7

531 建築材料卸売業 15 13 2.7 ▲ 13.3 59 41 1.4 ▲ 30.5
532 化学製品卸売業 3 2 0.4 ▲ 33.3 8 3 0.1 ▲ 62.5
533 石油・鉱物卸売業 2 - - - 21 - - -
534 鉄鋼製品卸売業 - - - - - - - -
535 非鉄金属卸売業 - 1 0.2 - - 1 0.0 -
536 再生資源卸売業 2 2 0.4 0.0 4 4 0.1 0.0

 54 機械器具卸売業 15 9 1.8 ▲ 40.0 102 46 1.6 ▲ 54.9
541 産業機械器具卸売業 4 1 0.2 ▲ 75.0 38 2 0.1 ▲ 94.7
542 自動車卸売業 10 7 1.4 ▲ 30.0 60 40 1.4 ▲ 33.3
543 電気機械器具卸売業 1 1 0.2 0.0 4 4 0.1 0.0
549 その他の機械器具卸売業 - - - - - - - -

 55 その他の卸売業 18 18 3.7 0.0 91 53 1.8 ▲ 41.8
551 家具・建具・じゅう器等卸売業 2 - - - 2 - - -
552 医薬品・化粧品等卸売業 -       5 1.0 - -      18 - -
553 紙・紙製品卸売業 4 3 0.6 ▲ 25.0 16 12 0.4 ▲ 25.0
559 他に分類されない卸売業 12 10 2.1 ▲ 16.7 73 23 0.8 ▲ 68.5

 小売業計 418 421 86.4 0.7 2,466 2,565 87.9 4.0

 56 各種商品小売業 2 1 0.2 ▲ 50.0 3 2 0.1 ▲ 33.3
561 百貨店、総合ス－パ－ - - - - - - - -
569 その他の各種商品小売業 2 1 0.2 ▲ 50.0 3 2 0.1 ▲ 33.3

 57 織物・衣服・身の回り品小売業 55 57 11.7 3.6 183 184 6.3 0.5
571 呉服・服地・寝具小売業 9 10 2.1 11.1 30 30 1.0 0.0
572 男子服小売業 6 6 1.2 0.0 27 21 0.7 ▲ 22.2
573 婦人・子供服小売業 20 26 5.3 30.0 65 71 2.4 9.2
574 靴・履物小売業 4 4 0.8 0.0 14 20 0.7 42.9

  579 その他の織物・衣服・身の回り品小売業 16 11 2.3 ▲ 31.3 47 42 1.4 ▲ 10.6
 58 飲食料品小売業 135 120 24.6 ▲ 11.1 1,089 1,101 37.7 1.1

581 各種食料品小売業 15 11 2.3 ▲ 26.7 412 458 15.7 11.2
582 野菜・果実小売業 10 5 1.0 ▲ 50.0 138 93 3.2 ▲ 32.6
583 食肉小売業 7 9 1.8 28.6 33 28 1.0 ▲ 15.2
584 鮮魚小売業 3 2 0.4 ▲ 33.3 13 11 0.4 ▲ 15.4
585 酒小売業 19 12 2.5 ▲ 36.8 40 24 0.8 ▲ 40.0
586 菓子・パン小売業 28 35 7.2 25.0 78 105 3.6 34.6
589 その他の飲食料品小売業 53 46 9.4 ▲ 13.2 375 382 13.1 1.9

 59 機械器具小売業 65 80 16.4 23.1 309 380 13.0 23.0
591 自動車小売業 44 56 11.5 27.3 219 258 8.8 17.8
592 自転車小売業 3 3 0.6 0.0 5 6 0.2 20.0
593 機械器具小売業 18 21 4.3 16.7 85 116 4.0 36.5

 60 その他の小売業 150 150 30.8 0.0 837 835 28.6 ▲ 0.2
601 家具・建具・畳小売業 10 10 2.1 0.0 33 50 1.7 51.5
602 じゅう器小売業 6 8 1.6 33.3 9 11 0.4 22.2
603 医薬品・化粧品小売業 28 30 6.2 7.1 124 179 6.1 44.4
604 農耕用品小売業 11 15 3.1 36.4 42 62 2.1 47.6
605 燃料小売業 25 28 5.7 12.0 103 139 4.8 35.0
606 書籍・文房具小売業 11 6 1.2 ▲ 45.5 184 96 3.3 ▲ 47.8
607 スポ－ツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 6 7 1.4 16.7 20 15 0.5 ▲ 25.0
608 写真機・時計・眼鏡小売業 8 7 1.4 ▲ 12.5 23 20 0.7 ▲ 13.0
609 他に分類されない小売業 45 39 8.0 ▲ 13.3 299 263 9.0 ▲ 12.0

 61 無店舗小売業 11 13 2.7 18.2 45 63 2.2 40.0
611 通信販売・訪問販売小売業 8 10 2.1 25.0 40 42 1.4 5.0
612 自動販売機による小売業 2 - - - 3 - - -
619 その他の無店舗小売業 1 3 0.6 200.0 2 21 0.7 950.0

経済センサス-活動調査

８　　商　業　

事 業 所 数

平成28年 令和 3年

従 業 者 数

平成28年 令和 3年
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（２）産業分類小分類別年間商品販売額及び売り場面積 単位:百万円･㎡･％

構 成 比 対前回増加率 構 成 比 対前回増加率

 総　　計 61,768 64,962 100.0 5.2 56,568 76,471 100.0 35.2

 卸売業計 16,318 12,881 19.8 ▲ 21.1

 50 各種商品卸売業 - - - -
501 各種商品卸売業 - - - -

 51 繊維・衣服等卸売業 - - - -
511 繊維品卸売業 - - - -
512 衣服卸売業 - - - -
513 身の回り品卸売業 - - - -

 52 飲食料品卸売業 5,399 7,354 11.3 36.2
521 農畜産物・水産物卸売業 2,581 4,983 7.7 93.1
522 食料・飲料卸売業 2,818 2,371 3.6 ▲ 15.9

 53 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 3,590 2,713 4.2 ▲ 24.4
531 建築材料卸売業 2,607 2,686 4.1 3.0
532 化学製品卸売業 123 x x x
533 石油・鉱物卸売業 x - - -
534 鉄鋼製品卸売業 - - - -
535 非鉄金属卸売業 - - - -
536 再生資源卸売業 x x x x

 54 機械器具卸売業 1,955 1,709 2.6 ▲ 12.6
541 産業機械器具卸売業 x x x x
542 自動車卸売業 1,432 x x x
543 電気機械器具卸売業 x x x x
549 その他の機械器具卸売業 - - - -

 55 その他の卸売業 5,374 1,104 1.7 ▲ 79.5
551 家具・建具・じゅう器等卸売業 x - x x
552 医薬品・化粧品等卸売業 - 463 0.7 -
553 紙・紙製品卸売業 1,202 260 0.4 ▲ 78.4
559 他に分類されない卸売業 x 381 0.6 x

 小売業計 45,450 52,082 80.2 14.6 56,568 76,471 100.0 35.2

 56 各種商品小売業 x x x x - - - -
561 百貨店、総合ス－パ－ - - - - - - - -
569 その他の各種商品小売業 x x x x - - - -

 57 織物・衣服・身の回り品小売業 2,152 1,657 2.6 ▲ 23.0 6,544 6,536 8.5 ▲ 0.1
571 呉服・服地・寝具小売業 171 89 0.1 ▲ 48.0 375 354 0.5 ▲ 5.6
572 男子服小売業 266 184 0.3 x 961 832 1.1 ▲ 13.4
573 婦人・子供服小売業 1,056 876 1.3 ▲ 17.0 2,607 2,933 3.8 12.5
574 靴・履物小売業 237 190 0.3 ▲ 19.8 467 624 0.8 33.6

  579 その他の織物・衣服・身の回り品小売業 422 318 0.5 x 2,134 1,793 2.3 ▲ 16.0
 58 飲食料品小売業 18,825 11,955 18.4 ▲ 36.5 24,211 11,955 15.6 ▲ 50.6

581 各種食料品小売業 8,793 10,160 15.6 15.5 14,305 10,160 13.3 ▲ 29.0
582 野菜・果実小売業 2,905 1,081 1.7 ▲ 62.8 2,220 1,081 1.4 ▲ 51.3
583 食肉小売業 391 242 0.4 ▲ 38.1 142 242 0.3 70.4
584 鮮魚小売業 228 x x x 154 x x x
585 酒小売業 287 108 0.2 ▲ 62.4 195 108 0.1 ▲ 44.6
586 菓子・パン小売業 346 364 0.6 5.2 519 364 0.5 ▲ 29.9
589 その他の飲食料品小売業 5,875 x x x 6,676 x x x

 59 機械器具小売業 8,515 8,514 13.1 ▲ 0.0 70 8,488 11.1 12,025.7
591 自動車小売業 5,580 6,578 10.1 17.9 70 1,983 2.6 2,732.9
592 自転車小売業 12 - - - x - - -
593 機械器具小売業 2,923 3,326 5.1 13.8 x 6,505 8.5 x

 60 その他の小売業 x x x x 25,743 x x x
601 家具・建具・畳小売業 153 682 1.0 345.8 534 3,115 4.1 483.3
602 じゅう器小売業 76 10 0.0 ▲ 86.8 64 213 0.3 232.8
603 医薬品・化粧品小売業 2,196 3,693 5.7 68.2 2,050 2,724 3.6 32.9
604 農耕用品小売業 746 2,166 3.3 190.3 758 3,037 4.0 300.7
605 燃料小売業 5,927 7,177 11.0 21.1 2 - - -
606 書籍・文房具小売業 797 460 0.7 ▲ 42.3 508 - - -
607 スポ－ツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 237 71 0.1 ▲ 70.0 535 530 0.7 ▲ 0.9
608 写真機・時計・眼鏡小売業 248 170 0.3 ▲ 31.5 342 335 0.4 ▲ 2.0
609 他に分類されない小売業 x x x x 20,950 x x x

 61 無店舗小売業 1,203 1,631 2.5 35.6 - - - -

611 通信販売・訪問販売小売業 1,102 1,467 2.3 33.1 - - - -
612 自動販売機による小売業 x x x x - - - -
619 その他の無店舗小売業 x 164 0.3 x - - - -

※Ｘは秘密保護上、数値を公表しないもの。 経済センサス-活動調査

小
　
売
　
業
　
の
　
み

令和 3年

年 間 商 品 販 売 額

平成28年 令和 3年

売 り 場 面 積

平成28年
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（３）事業所数、従業者数及び年間商品販売額の推移 単位:事業所･人･百万円･％

平 成 24 年 平 成 28 年 令 和 3 年 対前回増加率

467 497 487 ▲ 2.0

う ち 小 売 業 408 418 421 0.7

2,722 2,951 2,918 ▲ 1.1

う ち 小 売 業 2,373 2,466 2,565 4.0

56,151 61,768 64,492 4.4

う ち 小 売 業 36,097 45,450 52,280 15.0

経済センサス－活動調査

事 業 所 数

従 業 者 数

年 間 商 品 販 売 額

467
497 487

408
418

421

300

400

500

600

平成24年 平成28年 令和3年

事業所数の推移

事業所数

うち小売業

飲食料品卸売業 4.3 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 3.7 

機械器具卸売業 1.8 

その他の卸売業 3.7 

各種商品小売業 0.2 

織物・衣服・身の回り品小売業 11.7 

飲食料品小売業 24.6 

機械器具小売業 16.4 

その他の小売業 30.8 

無店舗小売業 2.7 

産業分類中分類別事業所構成比

（単位：％）

（事業所）

（人）

（千万円）

［ 令和3年経済センサス-活動調査 ］

2,722
2,951 2,918

2,373 2,466

2,565

1,000

2,000

3,000

4,000

平成24年 平成28年 令和3年

従業者数の推移

従業員数

うち小売業

5,615

6,177 6,449

3,610
4,545

5,228

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成24年 平成28年 令和3年

年間商品販売額の推移

年間商品販売額

うち小売業

［ 経済センサス－活動調査］
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※熊本県HP｢熊本のデータ｣｢市町村民経済計算｣より

　市内居住者の生産活動によって発生した付加価値が、その活動の主体である市民(個人だけでなく、企
業や政府等を含む)にどのように分配されたかを示したものである。一人当たり市民所得は、市経済の水準
を表す指標として用いられる。※個人の所得(年収)を示すものではないことに注意。
　①「雇用者報酬」、②「財産所得」及び③「企業所得」から構成される。

①雇用者報酬
　雇用者とは、市内に常時居住地を有し、あらゆる生産活動に従事する就業者のうち、個人業主と無給家
族従事者を除くすべての者であり、法人企業の役員、特別職の公務員、議員等も含まれる。

②財産所得
　財産所得は、ある経済主体が所有する金融関係資産、土地及び著作権・特許権などの無形資産を、他
の経済主体に使用させたときにその結果として生じる所得の移転のこと。

③企業所得
　　企業所得とは、営業余剰・混合所得に受け取った財産所得を加え、支払った財産所得を除いたもの。

９　市民経済計算

○　市民経済計算とは

○　用語の解説

　市民経済計算は、国における国民経済計算、県における県民経済計算と共通する基本的な考え方や仕組みに基づいて構成さ
れており、市町村という行政区域での一定期間(通常１年間)の経済活動の成果を表したものである。
　(１)生産、(２)分配(参考：家計)の二面から推計を行っている。

　市内で生産された財貨・サービスの売上高を貨幣評価したもの(産出額)から、原材料・光熱費などの経費
(中間投入額)を控除したもの。　　 (生産)

(1)市内総生産

(２）市民所得

     (分配)
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（１）市内総生産 単位:千円･％

構 成 比 対前年度増加率

8,199,315 9,165,719 9,263,083 6.0 1.1

814,453 681,436 677,425 0.4 ▲ 0.6

0 0 0 0.0 -

32,776,695 37,373,500 34,500,628 22.2 ▲ 7.7

4,650,595 4,245,132 4,495,343 2.9 5.9

9,918,575 11,648,093 10,003,622 6.4 ▲ 14.1

12,064,123 12,456,340 12,940,856 8.3 3.9

4,556,525 5,149,925 5,297,184 3.4 2.9

2,927,566 4,203,737 5,970,811 3.8 42.0

774,983 760,507 740,626 0.5 ▲ 2.6

4,966,656 5,692,825 6,359,862 4.1 11.7

11,816,108 11,616,974 13,063,665 8.4 12.5

6,685,400 5,616,696 5,800,644 3.7 3.3

7,688,070 7,119,837 7,679,223 4.9 7.9

6,757,378 7,558,567 7,500,349 4.8 ▲ 0.8

21,391,150 22,517,370 22,328,613 14.4 ▲ 0.8

6,376,588 6,816,833 6,893,174 4.4 1.1

142,364,180 152,623,491 153,515,108 98.9 0.6

2,951,665 4,054,753 3,639,386 2.3 ▲ 10.2

1,420,698 1,953,738 1,935,794 1.2 ▲ 0.9

143,895,147 154,724,506 155,218,700 100.0 0.3

第1次産業 9,013,768 9,847,155 9,940,508 6.5 0.9

第2次産業 42,695,270 49,021,593 44,504,250 29.0 ▲ 9.2

第3次産業 90,655,142 93,754,743 99,070,350 64.5 5.7

市町村民経済計算

※本推計（市内総生産、市民所得及び家計所得）では、基礎データやその加工方法に変更があったときには、

  それに対応する項目、数値が過去に遡及して改定されるため、表中の計数と過去に当市統計資料に掲載した

  同年同項目の計数とが異なる場合がある。

17　その他のサービス

9　宿泊･飲食サービス業

10　情報通信業

11　金融･保険業

12　不動産業

13　専門･科学技術,業務支援サービス業

令 和 3 年 度

2　林業

16　保健衛生･社会事業

8　運輸･郵便業

参考
（税額調整

前）

1　農業

（控除）総資本形成に係る消費税

18　小計(1～17)

市内総生産（18+19-20）

19　輸入品に課される税・関税

15　教育

14　公務

3　水産業

4　鉱工業

5　電気･ガス･水道･廃棄物処理業

6　建設業

7　卸売･小売業

令 和 5 年 度令 和 4 年 度

［ 令和５年度市町村民経済計算 ］

農業 6.0
林業 0.4

水産業 0.0

鉱工業 22.2

電気･ガス･水道･廃棄物処理業 2.9

建設業 6.4

卸売･小売業 8.3

運輸･郵便業 3.4
宿泊･飲食サービス業 3.8情報通信業 0.5

金融･保険業 4.1

不動産業 8.4

専門･科学技術,業務支援サービス業 3.7

公務 4.9

教育 4.8

保健衛生･社会事業 14.4

その他のサービス 4.4

産業構成比

（単位：％）
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（２）市民所得（分配） 単位:千円･％

構 成 比 対前年度増加率

73,862,884 75,381,900 75,911,398 64.3 0.7

　賃金・俸給 62,301,575 63,751,342 64,712,874 54.9 1.5

　雇主の社会負担 11,561,309 11,630,558 11,198,524 9.5 ▲ 3.7

6,864,078 8,394,995 8,657,260 7.3 3.1

　一般政府 ▲ 71,834 34,956 53,403 0.0 52.8

　家計 6,792,453 8,173,892 8,375,413 7.1 2.5

　対家計民間非営利団体 143,459 186,147 228,444 0.2 22.7

31,014,703 33,858,349 33,412,753 28.3 ▲ 1.3

　民間法人企業 21,798,310 22,854,698 22,199,665 18.8 ▲ 2.9

　公的企業 335,465 561,546 373,979 0.3 ▲ 33.4

　個人企業 8,880,928 10,442,105 10,839,109 9.2 3.8

111,741,665 117,635,244 117,981,411 100.0 0.3

49,810 47,650 46,897 - ▲ 1.6

2,243 2,469 2,516 - 1.9

市町村民経済計算

※１人当たりの市民所得は、市町村民所得を市町村の総人口で除したものである。この市民所得には家計部門

  (個人)が受け取る所得だけではなく、法人部門の所得も含まれることや、総人口には生産活動に従事してい

  ない失業者や高齢者、子どもも含まれることから、個人の年収額とは単純に比較できないため、市町村経済

  の水準を表す指標として用いられる。

1　雇用者報酬

令 和 3 年 度 令 和 4 年 度 令 和 5 年 度

2　財産所得

 市民所得（1+2+3）

　人口

 1人当たり市民所得

3　企業所得
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（３）市民経済計算の推移 単位:千円･％

143,895,147 154,724,506 155,218,700 0.3

111,741,665 117,635,244 117,981,411 0.3

2,243 2,469 2,516 1.9

市町村民経済計算

令 和 5 年 度 対 前 年 度 増 加 率

市 民 所 得

令 和 3 年 度 令 和 4 年 度

市 内 総 生 産

１人当たり市民所得

［ 市町村民経済計算 ］

1,439

1,547 1,552

1,117

1,176 1,180

1,000

1,200

1,400

1,600

令和3年度 令和4年度 令和5年度

市民経済計算の推移

市内総生産 市民所得

2,243

2,469
2,516

1,500

2,000

2,500

3,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度

１人当たり市民所得

（千円）

（億円）
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